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新潟大学の研究評価体制
ー ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ経費
ー ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進経費
ー 超域研究機構

新潟大学副学長（研究担当）
板東武彦



●堅実な本業：教育・研究
★ 人材育成

★ 知的財産の創出

★ 学術的な場の醸成

●経営： コスト・将来性（創造性）
★ 長期展望・将来への投資

★ 実績に応じた資源配分

★ 評価システムの最適化

●社会連携
★ 生涯学習支援
★ 技術移転（ｼｰｽﾞの創成）
★ 市場開拓・将来予測（ニーズの創出）
★ 主体的運用
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基盤を築く長期的視野



研究基盤整備の方向 ・・・ 政策と評価に基づくことが必要

社会の発展に応じた
科学技術成果への

社会からの期待との乖離

知的生産物

リソースの再配分

新しい組織の設立

定員流動化
研究助成制度
共通スペース

教育研究院
超域研究機構

知財本部
人材招聘

伝統的価値観に
基づいた
学問の発展

新しい学問分野
の創設・発展

●技術移転・特許
●社会・産業動向予測
●市場開拓
●社会展望、

理念の樹立

社会展開

伝統的価値観
に基づいた
研究

新しい価値観
に基づいた
研究

伝統的価値観
を基礎とした
学際的研究

技術移転
特許など

明治以来の
伝統的価値観

改革

評価



理 事
（副学長）
総務

理 事
（副学長）
教育

理 事
（副学長）
研究担当

理 事
（副学長）

財務・社会連携

理 事
事務
総括

理 事
（非常勤）
訟務

学 長

経営協議会

大学改革推進委員会 全学点検・評価委員会

経営方針・
計画案

審議 審議

教育研究
方針案

大学運営会議
学長が諮問する事項並びに経営
協議会及び教育研究評議会の

運営等について審議

大学改革の重要事項
中期目標・中期計画，
年度計画等
を審議

評価に関する
事項を協議

教育研究
評議会

新潟大学の執行体制
特に、評価関連の部分

副学長
学務

副学長
就職・情報化推進

副学長
評価

副学長
産学連携

副学長
病院長

評価センターの任務
大学評価ノウハウの蓄積、データ
収集及び分析，評価についての企画
自己評価書作成のデータを各部局
等から収集、とりまとめ。
収集データ及び各種評価結果を学
内資源配分に利用するための調査研
究・企画

企画戦略本部（本部長：学長）

評価センター

センター長

役 員 会
（運営等の重要事項の審議）



競争的研究経費獲得に向けての基盤構築

学長のリーダーシップによる組織的支援、事務部との協調体制
→ 自立的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、基盤整備

中核研究分野
の育成

超域研究機構

基盤育成 運営費交付金
部局配分

学系長裁量経費

学長裁量経費

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進経費

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ経費

科学技術振興調整費
未来開拓事業など
政府の大型研究投資

若手助成

科学研究費補助金、
特に大型研究費の

獲得

研究面での概算要求
についての

大学の戦略組み立て

●一流学術論文
●国際標準等の

国際協力

●産学連携
★技術移転
★シンクタンク機能

学系長のリーダーシップ学長のリーダーシップ

審査委員：
学系長指名

学長のリーダーシップ

学術貢献・社会的貢献

事前評価に基づく方向性、成果の事後評価



法人化後の業務組織概略図

人文社会
教育学系

学部・研究科

ﾌﾞﾛｯｸ事務部

●企画戦略本部

◎評価センター
◎東京事務所

●知的財産本部
●大教センター
●国際センター
●入学センター

監事

附属
病院

病院
事務部

脳研
究所

学長
理事
副学長

教員は学系に所属、学部・
研究科で教育にあたる。

自然科学
学系

学部・研究科

医歯学
学系

学部・研究科

ﾌﾞﾛｯｸ事務部 ﾌﾞﾛｯｸ事務部

共通基盤組織

超域研究機構

全学教育機構

研究支援部
学務部

本部事務部門
（総務・財務・学務・
研究支援）

協力教員

キャリアセンター
企画課



総予算 約430億円、うち運営費交付金175億円、授業料等は75億円、病院収入160億円
支出：人件費がほぼ220億円

中期目標 → 中期計画 → 中間評価 → 計画の変更 → 最終評価
（戦略目標） （戦術目標・具体策） （改善）学術性、公共性の両立

plan do check action

行動目標： 中期計画

●科学技術研究費補助金
大型種目を増やす。
目標： 5割増

●共同研究： 年間150件以上
●受託研究： 年間100件以上
（国等助成金は年間30件以上）
●寄附金： 年間200件以上
●研修会
●公開講座
平成15年比、受講者が1.5倍
●有償技術移転
目標 5件以上

●寄附講座
目標 ５講座以上

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成
するための措置

・学長直属の企画戦略本部において、

「科学研究費補助金等の競争的資金や共同研究、受託研究、寄附金等の外部資金
の獲得、寄附講座・寄附研究部門の設置、公開講座等の社会貢献活動の推進、技
術移転の推進や研究成果・教材の出版等、自己収入の増加に係る諸事業」について、

明確な数値目標を掲げたアクションプランを策定し、大学全体として戦略的・具
体的取組を推進する。

・外部資金の受入状況やﾛｲﾔﾘﾃｨｰ収入を学内の予算配分等に反映させ、自己収
入の増加を図る競争的環境の活性化に資する。



年次変化（金額、千円）
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競争的研究経費

解決すべき課題
◎ 大型科研費が少ない
◎ 共同研究の比率が低い
◎ 受託研究の比率が低い

年度 2004

金額(千円） 割合

科研費合計 1,108,010 40% 108%

共同研究 161,434 6% 179%

受託研究 332,604 12% 138%

寄附金 848,725 31% 112%

厚生科研 131,380 5% 150%

未来開拓 85,000 3% 304%

２１COE 107,100 4% 102%

合計 2,774,253 118%

前年比

100%



★ プロジェクト推進経費

★ 学長裁量経費

★ 研究立ち上げ経費等

ほぼ７億円

1億2千万円
3千万円

大型継続研究
若手研究者（採択率ほぼ50％）

★ インセンティブ経費 1億円 － 教育・研究・社会連携・管理運営の４つの大項目

（学系長裁量として配分））

★ 教育立ち上げ経費等

平成15年、12件；16年、14件；17年、13件

研究グループ
2004年度 16 ｸﾞﾙｰﾌﾟ
2005年度 10 ｸﾞﾙｰﾌﾟ

● 成果をあげたｸﾞﾙｰﾌﾟ

流動定員プール

★ 教員任期つき配置

合計30人

これまでに配置した教員は8人
2006年度にさらに6人の予定

超域研究プロジェクト

★ 超域研究機構

●産業クラスター、機能分子設計、ﾏﾙﾁﾎｯﾌﾟ通信
●多元性文化活動（文系）
●組織再建、脳科学、心の病気（ｻｲﾄｶｲﾝ）
●神経病理学（COE枠）

分野横断型
先端研究

★ 全学教育機構

専任教員配置： 教育ｶﾘｷｭﾗﾑの再編
ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ（科目のコード化）、副専攻

事前評価

事前評価

事後評価



研究助成費
新潟大学プロジェクト推進経費

平成12年度より，新潟大学の研究面での活性化を目的として設立、学長裁量
経費を原資として，学内公募により優れたプロジェクトを選定。

■助成研究

本学における研究教育拠点を形成するための基盤構築に繋がる研究を対象。申請額は，
１年間の事業費 1000万円以上2000万円以下（人文社会科学系は，300万円以上1000
万円以下）３年間の研究期間を原則。
平成15年、12件；平成16年、14件；平成17年、13件（合計23件；うち継続課題11件）。

■若手研究者奨励研究

若手研究者（平成16年4月1日現在で40歳未満の者）が１人で行う研究で発展が期待で
きるもの。申請額は，50万円以上100万円未満。
平成15年、38件(46%)；平成16年、66件(48%)；平成17年、69件(52%)(合計173件）。

現在、事前評価のみで、事後評価は準備中

●選考方法
学内3学系から各4人ずつ選出された合計12名の委員からなるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進専門委員会
が選考、その結果を研究委員会で審議、承認されて正式決定。



「超域研究機構」
分野横断型研究特化組織（平成15年度設置）

■目的（新潟大学超域研究機構規程第２条）

先端研究分野における横断型の研究体制を構築することにより，新分野を開拓，現代的課題に関する
社会的要請に応え，もって本学の研究教育体制を高度化。

現在、事前評価のみで、事後評価は準備中
■採択研究プロジェクト

公募審査の結果，第1期15件、第2期10件、COE枠1件、合計26件の課題
○社会貢献研究部門 社会的ニーズに対応した研究(産学連携等）

第1期 2件 （産業クラスター、不稔性による杉花粉防止；教員配置：1件）
第2期 3件 （環境、腎科学、膠原病治療）

○創生科学研究部門 新しい分野の開拓とそれを担う研究者の養成

第1期 13件 （大域文化、ﾒﾀﾞｶ遺伝機構、海洋底掘削、分子設計、ﾅﾉｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ、

可視化情報処理、植物防御、稲ｴﾋﾟｹﾞﾈｼｽ、映像情報、分子医療、

脳科学、組織再建、再生医療；教員配置：3件）
第2期 7件 （ﾋﾄ認知系、多元性文化活動、ﾌﾟﾛﾃｵｰﾑ、ﾏﾙﾁﾎｯﾌﾟ通信、

1次元超伝導、成長円錐、心の病気（ｻｲﾄｶｲﾝ）
教員配置：3件）

COE特別枠 1件 （神経病理学；教員配置：1件） 青字： 教員配置ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ



インセンティブ経費配分評価基準
配分額：平成１６年度5000万円→平成17年度は配分額：1億円

１．平成１６年度インセンティブ経費の配分にあたり，その趣旨に鑑み，本学の中期目標・
中期計画の実現に資する評価項目・基準とする。

２．評価は，教育業務，研究業務，管理運営業務、（および平成17年度から社会貢献）の
項目毎に評価指標を設定して、各々評価する。

３．評価に使用するデータは，収集できる直近のデータを使用。

４．配分金額 平成16年度 平成17年度
教育業務 15,000千円 28,000千円
研究業務 30,000千円 50,000千円
管理運営業務 5,000千円 8,000千円
社会貢献 － 14,000千円
合計 50,000千円 100,000千円

５．学長直属組織及び超域研究機構は，その位置づけから評価対象組織から除く。

６．この基準に基づいて評価センターで配分額を決定し、学系長裁量経費として３学系長、
脳研所長、附属病院長に配分。配分予定および配分結果は評価センターに報告され、
これに基づき、経費の有効活用の実態について、評価センターで学系長ヒアリング。



教育

(1) 学部志願倍率 平成16年度学部志願倍率が，平成15年度学校基本調査における全国国立大学の当該学部志願倍率
の平均値を超えていることを基準とする。
基準を満たした学部に対して，以下の計算式により配分する。

配分額＝5,000 (10,000)千円÷該当学部数

なお，志願倍率の全国平均の算出にあたって，学校基本調査の以下の国立大学学部を比較対象とする。
・法学部，経済学部：当該学部の昼間部と夜間部の合算値（経営学部，商学部は加えない。）
・人文学部：昼間部の文学部，人文学部の合算値
・工学部：昼間部の工学部（基礎工学部等他の類似名称学部は加えない。）
・農学部：昼間部の農学部（園芸学部等他の類似名称学部は加えない。）
・医学部：昼間部の医学部全体（医学科，保健学科の合算値を使用する。）
・教育人間科学部：昼間部の教員養成学部

(2) 学部卒業生就職率 キャリアセンター（就職部）が取りまとめる就職状況調査の「その他」の割合が10％以下であり，
かつ就職率が 85％ 以上であることを基準とする。
基準を満たした学部に対して，以下の計算式により配分する。

配分額＝5,000 (10,000)千円÷該当学部数

(3) 学位取得率 大学院研究科の修士課程（博士前期課程）と博士課程（博士後期課程）を，それぞれ評価するものと
し，修士課程（前期課程）の学位取得率は80％以上であること，博士課程（後期課程）は70％以
上であることを基準とする。
基準を満たした大学院研究科に対して，以下の計算式により配分する。

配分額＝5,000 (8,000)千円÷該当研究科数



研究

申請率（文系） 点数 申請率（理系・医歯系） 点数

70％以上 2 120％以上 2 

50％以上 1 100％以上 1 

無 0 無 0 

科学研究費の申請率の向上を図るため，上記の基準により各組織に対して得点を与え，以下の計算式により傾斜配分。

配分額＝5,000 (8,000)千円×(点数×組織の申請件数)÷(点数×組織の申請件数の合計)

採択率（文系） 点数 採択率（理系・医歯系） 点数

0.37％以上 4 0.90％以上 4

0.21％以上 3 0.55％件以上 3

0.12％以上 2 0.35％以上 2

0.12％未満 1 0.35％未満 1

無 0 無 0

科学研究費の採択件数の向上を図るため，上記の基準により各組織に対して得点を与え，以下の計算式により傾斜配分。

配分額＝5,000 (8,000)千円×(点数×組織の採択件数)÷(点数×組織の採択件数の合計)
なお，上記の基準は，私立大学経常補助金（私立大学教育研究高度化推進特別補助）配分基準を準用した。

(6) 科学研究費の

採択金額
本学の研究活動の活性化を図るため，各組織採択金額の全学における採択金額の割合を算出し，以下の計算式により比例配分。

配分額＝5,000 (8,000)千円×組織の採択金額÷全学の採択金額

(7) 科学研究費採
択金額における

間接経費採択金額

法人化後の大学運営にとって重要となることから，科学研究費の間接経費に対して，各組織間接経費採択金額の全学における間接経費
採択金額の割合を算出し，以下の計算式により比例配分する。

配分額＝5,000 (10,000)千円×組織の間接経費採択金額÷全学の間接経費採択金額

(8) 受託研究費，
共同研究費，奨
学寄附金の受入金
額

法人化後における外部資金獲得の重要性から，各組織受入金額の全学における受入金額の割合を算出し，以下の計算式により比例配分
する。

配分額＝10,000 (16,000)千円×組織毎の受入金額÷全学の受入金額
なお，産官学連携の推進に資するため，今後，共同研究費については独立項目とすることを検討する。

(5) 専任教員数に
対する

科学研究費
採択件数
の割合
（４点満点）

(4) 専任教員数に
対する

科学研究費
申請件数
の割合
（２点満点）



管理運営

(9) 教員の個人業
績調査入力率

各組織における教員の個人業績調査入力率が，90％以上であることを基準とする。管理運営
に対する協力を評価して，以下の計算式により配分する。

配分額：2,000 (3,000) 千円×該当組織の入力者数÷該当組織の入力者数合計

(10)教員の任期制
（在職者割合）

各組織における任期制職員の在職者割合が，50％以上であることを基準とする。任期制
に対する各組織の取り組みを評価して，以下の計算式により配分する。

配分額＝2,000 (3,000) 千円÷該当組織数

(11)教員の任期制
（制度）
（５点満点）

各組織において採用している任期制の制度に対して，

教授以下すべての職種が任期制の場合５点，

教授の一部が任期制の場合３点，
助教授・講師・助手の一部が任期制の場合１点を配点。

任期制に対する各組織の取り組みを評価して，以下の計算式により配分する。

配分額＝1,000 (2,000) 千円×該当組織の点数÷該当組織点数合計



社会貢献

(12) 新潟大学

公開講座の実施

本学が実施する新潟大学公開講座事業を教育サービス面における社会貢献の評価指標とし，平

成16年度の公開講座実施組織に対して，以下の計算式により配分。 なお，複数組織によって
実施する場合は案分。

配分額＝4,000千円÷総実施事業数×各組織実施事業数

(13)新潟大学

テレビ公開講座の実施

本学が実施する新潟大学テレビ公開講座事業を教育サービス面における社会貢献の評価指標と

し，平成16年度の公開講座実施組織に対して，2,000千円を配分。

なお，複数組織で実施した場合は，構成員等で案分。

(14)新潟駅南キャンパス(CLLIC)
における相談事業，セミナー，講演
会等の実施

本学各組織が実施する駅南キャンパス(CLLIC)における相談事業，セミナー，講演会等の事業を

教育サービス面における社会貢献と駅南キャンパス活用の評価指標とし，平成16年度の実施組
織に対して，以下の計算式により配分する。なお，複数組織によって実施する場合は案分。

配分額＝3,000千円÷総実施事業数×各組織実施事業数

(15) 初等・中等教育との連携
事業の実施

初等・中等教育との連携推進及び教育支援のため，本学各組織が主催又は他組織との共催によ
る出前講座及び体験学習を，教育サービス面における社会貢献の評価指標とし，平成16年度の実
施組織に対して，以下の計算式により配分する。

配分額＝2,000千円÷総実施事業数×各組織実施事業数

(16) 審議会等の参加状況

平成16年度の国，地方公共団体の設置する審議会等への本学教員の参加状況を，研究活動面
における社会貢献の評価指標とし，以下の計算式により配分する。なお，審議会等とは，法令，条
例等による設置根拠があるもの及びその他評価センターが相当すると認めたものとする。

配分額＝3,000千円÷総参加件数×各組織参加件数



競争的研究経費獲得に向けての基盤構築

学長のリーダーシップによる組織的支援、事務部との協調体制
→ 自立的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、基盤整備

中核研究分野
の育成

超域研究機構

基盤育成 運営費交付金
部局配分

学系長裁量経費

学長裁量経費

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進経費

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ経費

科学技術振興調整費
未来開拓事業など
政府の大型研究投資

若手助成

科学研究費補助金、
特に大型研究費の

獲得

研究面での概算要求
についての

大学の戦略組み立て

●一流学術論文
●国際標準等の

国際協力

●産学連携
★技術移転
★シンクタンク機能

学系長のリーダーシップ
学長のリーダーシップ

学長のリーダーシップ

学術貢献・社会的貢献

審査委員：
学系長指名
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